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１ これまでの経緯について                              

（１）委員会報告後の経過概要 

・平成３０年５月３０日 

   （福）川崎市社会福祉事業団（以下「法人」という。）あて行政処分等を手交 

   川崎市議会健康福祉委員会にて報告、報道発表 

  ・平成３０年６月２６日 

   返還額の確定  

   本市への返還額 103,436,382 円（うち加算金 29,532,706 円）（納付確認済） 

  ・平成３０年７月３１日 

   法人より、「南部地域療育センターにおける個別支援計画書の確認について」の報告を受理 

  ・平成３０年８月１６日 

   法人より、「川崎市社会福祉事業団不祥事検証報告書」を受理 

  ・平成３０年８月２２日～ 

   川崎市による南部地域療育センターにて個別支援計画の確認等 

２ 川崎市社会福祉事業団不祥事検証報告書について 

（１）川崎市社会福祉事業団不祥事検証報告書について 

 ・報告書の構成及び主な内容 

  Ⅰ はじめに（３ページ）

  Ⅱ 不祥事の概要（３ページ） 

Ⅲ 南部地域療育センター不祥事への対応（６ページ）

Ⅳ 検証された問題点とその要因分析（１０ページ） 

川崎市社会福祉事業団不祥事検証報告書について 

※主な記載内容 

・検証された問題点 

児発管の異動等に関する法定の届出を行わなかった 

退職職員の名前や印鑑を使用して書類を作成し交付した 

・問題の要因 

 上記の問題の主たる要因 

①法人及び施設の組織運営体制の脆弱さ 

②管理職のリスクマネジメントの欠如 

③職員のコンプライアンス意識の欠如 

④人材の不足 

⑤制度等に対する無理解と確認意識の欠如 

⑥情報を共有し問題事項を組織として議論できる職場環境の欠如

※主な記載内容 

・行政処分の内容 

平成２９年度に南部地域療育センターにおいて実施した児童発達支援センター事業及び児童発達支援

（短時間）事業の２事業において、「児童発達支援管理責任者（以下、児発管という）が退職し不在であ

ったにもかかわらずその届出をせず、かつ児童発達支援計画の児発管欄に退職した児発管名の印を押印す

るなどし、児童発達支援給付費等を不正に請求した」として、平成３０年５月３０日付で川崎市から行政

処分を受ける。 

・児童発達支援管理責任者の退職にともなう行政への届出状況 

・行政による調査 

個別支援計画書に知らない職員の印鑑が押されている旨の施設及び本部事務局あての匿名の手紙をき

っかけに、平成３０年１月に南部地域療育センターから障害計画課に対して過誤修正の申し出をしたとこ

ろ、事実確認と児発管の勤務状況について文書報告を求められ、それにもとづきヒアリングが実施された。 

・実地指導の実施、監査の実施、監査結果の通知、聴聞の開催、行政処分に至る経緯 

 ※主な記載内容 

・３月から４月にかけての対応 

法令順守の緊急点検の実施及び結果、検証委員会の設置など 

 ※検証委員会メンバー 

理事長（委員長）、常務理事（副委員長）、弁護士（外部委員）、社会福祉制度と会計の専門家（外

部委員）、各事業統括参事・主幹 計９名 

・南部地域療育センター利用者への対応 

クラス懇談会の開催、法人主催の説明会の開催、個別支援計画の確認 など 

・退職職員への対応 

・検証委員会の設置 

法人における検証員会の設置、及び南部地域療育センターにおける不祥事に関する所内検証会議の設

置 など 

・会計監査人による追加監査 

・職員の処分等 

南部地域療育センター 所長及び副所長以下関係職員を減給処分。 

           所長及び副所長については平成 29年度の管理職手当の一部を自主返納 

法人本部       事務局長及び総務課長を減給処分。 

理事長、前理事長、常務理事、理事、監事がそれぞれ報酬の一部を自主返納 

１

資料１ 

2



Ⅴ 社会福祉事業団改革に向けた取組み（１４ページ）

Ⅵ 南部地域療育センターにおける改善に向けた取組み（１８ページ）

Ⅵ 南部地域療育センターにおける改善に向けた取組み（１８ページ）

Ⅶ 改革に向けた取組みへの点検（１９ページ） 

Ⅷ 終わりに（１９ページ） 

【参考資料】南部地域療育センター不祥事検証委員会運営要綱 

３ 今後の対応について                            

（１）今後のスケジュール 

・平成３０年８月２５日、２７日 

   南部地域療育センターにて利用者説明会（法人主催） 

  ・平成３０年９月～ 

   報告書の提出を踏まえ、南部地域療育センターに実地指導を実施 

（２）本市の対応について 

今回の報告書では、法人運営として不祥事に対する要因の分析を行い、南部地域療育センター

における運営改善のほか、法人改革について明記されていることが重要な点と考える。 

  今後は、法人のガバナンス確立や事業所の適正運営に向けて、検証内容が確実に実行されてい

くことが必要であり、法人に対しては、着実に改革への取組を行ってくことを求める。 

本市としても、事業所の適正な運営や、法人のガバナンス構築に向けて、次の取組を行う。 

  ・事業所への指導監査体制の強化 

   年に１回の集団指導を通じ、法令順守の徹底を図る。 

   必要に応じ、事業所に実地指導を行う。 

   法人への事業所の指定基準等の研修、指導等の実施 

  ・指定管理者制度における指導 

   モニタリング 

   年間報告書 

   必要に応じた協定書に基づく助言、指導 

・（福）川崎市社会福祉事業団への助言・指導 

   法人としてのガバナンスの確立に向けて、助言指導を行う。 

（３）川崎市南部地域療育センターにおける指定管理者の公募について 

  平成２６年度からの５年間の指定管理期間が今年度末で満了となることから、新たな指定管理

期間（平成３１年度～３５年度）の管理運営を行う法人を公募する。 

  ○公募のスケジュール 

・平成３０年６月２５日 

   本市ホームページにて７月下旬より公募する旨を掲載 

  ・平成３０年７月３０日 

   本市ホームページにて公募開始を掲載（公募期間 ９月１４日まで） 

  ・平成３０年１０月１２日 

   指定管理者選定評価委員会開催（予定） 

  ・平成３０年第４回市議会定例会（１２月議会）に指定議案を提出（予定） 

※主な記載内容 

・確認されたこと 

南部地域療育センターにおいて、情報の共有化が不足していたことや、運営管理や体制整備

面での業務の点検及びリスク管理について改善や対策が必要であることについても確認をした。 

・管理体制の見直し 

  副所長の兼務体制を解除し新たに管理者を配置するとともに、地域支援係と通園係の係長

職をそれぞれ専任とした。 など 

※主な記載内容 

・市民意見の聴取 

報告書の内容について南部地域療育センターの利用者に説明、報告するとともにホームページ

を活用して広く意見をいただく など 

・評価委員会の開催 

法人改革に向けて、法人内検証委員会を年度末ごとに、またセンター内検証会議については、

今年度は例月、次年度以降は年度ごとに評価委員会として開催する など 

２ 

※主な記載内容 

・今回の案件を単に１施設で発生した問題として捉えるのではなく、法人全体として

の問題と捉え、６つの要因に対し次の項目を挙げ、法人改革を進めるとしている。 

① 事業統括参事・主幹による内部統制及びガバナンスの強化等 

（平成３０年４月１日より高齢者・障害者・児童分野に事業統括参事・主幹を配置 など） 

  ② 法人本部事務局体制の強化（法人本部に新たな部署を設置 など） 

  ③ 職員の意識改革（コンプライアンスの徹底に向け、研修に注力 など） 

  ④ 人材の確保及び定着と人材育成（福祉人材の確保を積極的に進める など） 

  ⑤ 定期的な点検と確認の徹底（チェックツールを検討し、定期的に点検を実施 など） 

  ⑥ 中長期計画の改定（強みと魅力を創出できる実効性の高い計画を目指す など） 

他の法人の模範となるべき当法人が大きな不祥事を立て続けに起こしてしまったことの責任の重

さを痛感し、不祥事検証委員会の検討を踏まえ、二度とこのようなことを起こすことがないよう職

員が一丸となってコンプライアンスの徹底、内部統制及びガバナンスの強化を図る。 

川崎市社会福祉事業団が果たすべき役割を明確にし、職員一人一人が深く認識して、行政と協調

を図りながら積極的に取り組むなど、改革を進める当法人の姿をお見せすることで皆様から失った

信頼の回復に全力をあげていく。
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児童福祉法の通所により未就学の児童への療育及びその家族に対する

日常生活における基本的動作の指導や集団生活への適応の訓練等を行

うとともに、障害児を預かる施設への援助・助言を行う地域の中核的

な支援施設 

参考資料 川崎市南部地域療育センターにおける不適切な職員の配置について 

１ 事業所の概要 

  名称：川崎市南部地域療育センター  

所在地：川崎市川崎区中島３－３－１ 

  指定管理者：社会福祉法人川崎市社会福祉事業団  

指定期間：平成２６年度～平成３０年度 

（事業の目的） 

発達遅滞、情緒障害、言語障害、聴覚障害、視覚障害、肢体不自由などの障害がある児童、及

びそれらの疑いのある児童に対して相談・診察・検査・評価・療育・訓練など総合的で一貫した

サービスを行い、児童の健やかな成長・発達を促す。 

対象地域：川崎区・幸区 

（１）主なサービス 

ア 児童発達支援センター 

（ア）福祉型児童発達支援 

（イ）保育所等訪問支援 

イ 児童発達支援（短時間）（短時間療育が必要な発達障害児等に関する支援） 

  ウ 医療型児童発達支援（医療的な管理が必要な肢体不自由児等への支援） 

  エ その他（相談支援、診療所、地域支援 等） 

（２）児童発達支援管理責任者（以下、「児発管」という。）の配置基準 

 「ア」児童発達支援センター 「イ」児童発達支援（短時間） 「ウ」医療型児童発達支援 

配置人数 
(ｱ)、(ｲ)それぞれで１人以上 

（センター内で兼務可） 

１人以上 

（専従かつ常勤） 

１人以上 

（兼務可） 

配置の条件 必須 不在の場合、報酬の減算 必須 

２ 監査により確認した事実 

（１）上記１の（１）のサービスのうち、「ア 児童発達支援センター」について、配置が必須の児

発管が退職し不在であったにもかかわらず、その届出をせず、かつ、児童発達支援計画書の児

発管欄に退職した児発管の印を押印するなどし、平成２９年４月から平成３０年２月までの期

間について、児童発達支援給付費等を不正に請求し、受領していた。 

（２）上記１の（１）のサービスのうち、「イ 児童発達支援（短時間）」について、市に届出され

ている児発管を当該事業所に配置せず不在であったにもかかわらず、その届出をせず、かつ、

児童発達支援計画書の児発管欄に配置の届出がなく既に退職している職員名の印を押印し、平

成２９年４月から平成３０年２月までの期間について、児童発達支援給付費等を不正に請求

し、受領していた。 

（３）上記１の（１）のサービスのうち、「ウ 医療型児童発達支援」については、不備はなかっ

た。 

３ 経過概要 

・平成 30 年１月 17 日 

  障害計画課への社会福祉事業団施設管理者からの過誤申出相談に対し、職員の配置に疑義が生

じた。 

・平成 30 年 1 月 23 日 

障害計画課から職員の配置に係る報告を求めたところ、届出の配置と報告内容に違いが生じて

いることが判明 

・平成 30 年 2 月 26 日 

川崎市南部地域療育センターに対し実地指導を実施 

・平成 30 年 3 月 30 日 

川崎市南部地域療育センターに対して監査を実施 

・平成 30 年 5 月 7 日 

監査結果を通知 

・平成 30 年 5 月 8 日 

    川崎市南部地域療育センターに対し、指定管理者制度を管轄する立場から実施状況等の確認 

・平成 30 年 5 月 14 日 

    聴聞実施 

・平成 30 年 5 月 30 日 

    行政処分等を法人あて通知 

４ 児童福祉法上の処分について 

（１）児童福祉法第２１条の５の２４第１項第５号に規定する指定通所支援事業者の処分事由に該

当すると判断したことから、指定通所支援事業所（児童発達支援センター・児童発達支援（短

時間））の指定の全部の効力を７月から９月まで３月停止 

（２）給付費の返還及び減算 約７，３９０万円  

※別途、サービス利用にかかる本人負担額についても利用者に返還 

（３）児童福祉法第５７条の２第２項の規定による加算金 約２，９５６万円 

（不正受給額の４０％） 

    ※（２）、（３）とも金額については見込み 

５ 指定管理者制度での対応 

  指定管理者である（福）川崎市社会福祉事業団に対しては、川崎市南部地域療育センターの管理

に関する基本協定書第４４条に規定する川崎市による業務の改善勧告に基づき、児童福祉法上の給

付費の代理受領の請求の停止期間中においても、引き続き利用者に対して十分なサービスを提供す

ること、法人において検証委員会を設置するなどの検証を踏まえた今後の再発防止や改善に向けた

報告書を８月末までに提出させること、などを指示する勧告を行う。 
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社会福祉法人川崎市社会福祉事業団

川崎市南部地域療育センター不祥事検証委員会設置運営要綱

最近改正 平成３０年６月２９日

（目的及び設置）

第１条 平成２９年度に川崎市南部地域療育センターで発生した不祥事について、発生した原因と

経緯を検証し再発防止策を講じることを目的として、南部地域療育センター不祥事検証委員会（以

下「検証委員会」という。）を設置する。

（協議事項）

第２条 検証委員会の検討事項は、次のとおりとする。

(1)  南部地域療育センターで発生した不祥事について、発生した経緯と原因について検証する

こと

（2） 同様の事案が発生しないよう再発防止案について検討すること

(3)  その他法人のガバナンス強化に関すること。

（構成）

第３条 検証委員会は、理事長、常務理事、外部委員、事業担当参事・主幹をもって構成する。

２ 外部委員は理事長が任命するものとする。

（任期）

第４条 ―委員の任期は、選任の日から南部地域療育センタ で発生した不祥事に関する報告書が

完成するときまでとする。

２ 委員に欠員が生じた場合は、後任者が就任するものとし、任期は前任者の残任期間とす

る。

（委員長及び副委員長）

第５条 検証委員会に委員長１名を置き、理事長をもって充てる。

２ 副委員長は常務理事をもって充てる。

（運営）

第６条 検証委員会は，次のとおり運営するものとする。

（１） 検証委員会は、委員長が招集するものとし、必要に応じて開催するものとする。
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（２） 委員長は、必要に応じて委員以外の関係職員等を出席させ、意見を聴取することができ

るものとする。

（報告）

第７条 検証委員会の検討結果については、報告書にまとめることとする。

２ 報告書は法人ホームページにおいて公表することとする。

（庶務）

第８条 委員会の運営に関する庶務は、事務局が処理するものとする。

（謝礼）

第９条 外部委員へは謝礼を支払うものとする。

２ 謝礼の額は委員会１回の参加につき１４，６１０円（税込）とする。

（その他）

第10条 この要綱に定めのない事項について疑義が生じた場合は、検証委員会において協議し、

理事長が決定するものとする。

附 則

この要綱は、平成３０年４月２３日から施行する。

附則

この改正要綱は平成３０年６月２９日から施行し、平成３０年６月１日から適用する。
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  別表　検証委員会委員名簿

任期　平成３０年４月２３日～報告書完成の時まで

理事長

常務理事（事務局長）

川崎グリーン法律事務所　弁護士【外部委員】

(株)福祉総研代表取締役【外部委員】

障害事業統括参事（れいんぼう川崎所長）

障害事業統括参事（KFJ多摩所長）

高齢事業統括参事（ひらまの里ホーム長）

保育事業統括主幹（さくらの木保育園園長）

事務局体制検討及び人事体制強化参事（事務局総務課長）

成　田　哲　夫

吉　澤　幸　次　郎

松　本　和　也

平　田　雅　之

吉　田　和　江

松　本　圭　司

役　　職　　名　　等

石　田　和　久

日　野　修　子

佐　藤　奈　緒　子

氏　　　名
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